
厚木市妊婦健康診査実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）第 13 条第１項に基づき、

妊婦の健康管理を図るため妊婦健康診査（以下「健康診査」という。）を実施するこ

とにより、妊婦及び乳児の死亡率を低下させ、流・早産を防止し並びに母児の障が

いを予防することを目的とする。 

（健診機関） 

第２条 健康診査は、厚木市と契約をした医師で構成する団体に属する医療機関及び

助産所（以下「健診機関」という。）で実施するものとする。 

（対象） 

第３条 健康診査の対象（以下、「対象者」という。）は、健康診査を受診する時点で、

妊娠の届出又は妊婦健康診査受診券発行届出（以下「発行届出」という。）を行った

厚木市に住所を有する妊婦とする。ただし、無戸籍であり住民基本台帳に記載され

ていない妊婦であっても、市に居住している実態を確認できた場合は、健康診査の

対象とする。 

（受診券の交付等） 

第４条 市長は、妊娠届出書又は発行届出書を受理したときは、当該届出者に対し、

厚木市妊婦健康診査受診券（以下「受診券」という。）及び厚木市妊婦健康診査費用

追加補助券（以下「追加補助券」という。）を交付するものとする。 

２ 補助額は、次の各号に掲げる健康診査の実施回数に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。 

(1) １回目及び２回目（医療機関専用券） 10,000 円 

(2) ３回目から 16 回目まで 5,000 円 

(3) 17 回目から 21 回目まで（多胎妊娠追加分） 5,000 円 

(4) 追加補助券①及び②   5,000 円 

(5) 追加補助券③から⑦まで 2,000 円 

(6) 追加補助券⑧から⑰まで 1,000 円 

３ 健康診査に係る費用が受診券に記載された額に満たない場合は、受診券を使用す

ることができないものとする。 

（実施の方法） 

第５条 健康診査の時期の目安は、次のとおりとする。 

(1) 妊娠初期から妊娠 23 週（第 6 月末）まで  4 週間に 1 回 

(2) 妊娠 24 週（第 7 月）から妊娠 35 週（第 9 月末）まで 2 週間に 1 回 

(3) 妊娠 36 週（第 10 月）以降分娩まで 1 週間に 1 回 

２  健康診査は、必ず次に揚げる項目について検査を実施するとともに、適時に必要

に応じて医学的検査を実施するものとする。 

(1)  健康状態の把握（妊娠月周数に応じた問診、診察等） 

(2)  検査計測 

(3)  保健指導 

３ 対象者は、受診券及び追加補助券に所定の事項を記載の上、これを母子健康手帳

とともに健診機関に提出し、健康診査を受診する。 

４ 追加補助券は、受診券と併用して使用するものとし、１回の健診につき複数枚使

用することができるものとする。 



５ 健診機関は、前項に規定する健康診査を実施したときは、受診券及び追加補助券

の健診機関記入欄に必要事項を記入するとともに、母子健康手帳の妊娠中の経過欄

に記録するものとする。 

（実施の報告） 

第６条 健診機関は、健康診査を実施した月分の実績を市長の指定する日までに、妊

婦健康診査実施報告書に受診券（市提出用）及び追加補助券（市提出用）を添付し

て提出するものとする。 

（事後指導等） 

第７条 市長は、健康診査の結果、医療を要する妊婦に対して、医療が適切に行われ

るよう指導するものとする。 

２ 市長は、健康診査の結果、必要と認めるときは、当該妊婦に対し事後指導を行う

ものとする。 

（秘密の保持及び目的外使用の禁止） 

第８条 健診機関は、委託業務の処理上で知り得た個人情報その他の秘密を他人に漏

らしてはならない。 

２ 健診機関は、委託業務の処理上で知り得た個人情報その他の秘密を委託業務以外

の目的に使用してはならない。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に交付されている改正前の第４条第 1 号に規定する厚木

市妊婦健康診査受診票は、改正後の第 5 条第 1 項に規定する厚木市妊婦健康診査費

用補助券とみなす。この場合において、改正後の第 5 条第 1 項中「14 枚」とあるの

は、｢９枚｣と読み替えるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24 年７月９日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この要綱による改正後の厚木市妊婦健康診査実施要綱の規定は、施行日以後に受

診した健康診査から適用する。 

３ 施行日前に交付された補助券の単価（上限額）については、妊婦健康診査費用補

助券（２回目）中「２回目」とあるのは「医療機関専用券２回目」と、「4,000 円」

とあるのは「10,000 円」と、妊婦健康診査補助券（３回目～14 回目）中「4,000 円」

とあるのは「5,000 円」と読替えて適用する。 

附 則 

この要綱は、令和７年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年 4 月 1 日から施行する。 

 


